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－総括１－ 

 
新規事業及び重要事業総括表 

 
 
Ⅰ 総 額 
 
 【一般会計】 

区分 平成３０年度 平成２９年度 伸び率 
予算総額 ２３,４５２,６２８千円 ２３,１４１,２７４千円 １.３％ 

一般会計構成比         １.３%         １.２%    － 
 
  【就農支援資金貸付事業特別会計】 

予算総額 ２８,０２０千円 ３０,５２１千円 △８.２％ 
 
  【林業・木材産業改善資金特別会計】 

予算総額 ２５,３３０千円 ２０,６８０千円 ２２.５％ 
 
  【本多静六博士育英事業特別会計】 

予算総額 ４５,９４５千円 ４９,５４１千円 △７.３％ 
 
  【参考 公共事業の予算額】                   （単位 千円） 

区 分 平成３０年度 平成２９年度 増 減 伸び率 
森林管理道    5,799,886    5,627,545    5,172,341   27.5% 

治 山    5,578,293    5,518,463    5,459,830   11.5% 

農 業 基 盤    5,787,343    5,458,346    5,328,997   26.0% 

合 計    7,165,522    6,604,354    5,561,168   28.5% 

 
Ⅱ 主な新規事業及び重要施策 

 
【埼玉農林業・農山村振興ビジョン施策体系】 

 
  

 １ 担い手による付加価値の高い食の安定供給と成長産業化が進む農業 
 （１）成長する埼玉農業を支える担い手を育成する 

 （２）優良農地の確保と農地の有効活用を進める 

 （３）多彩な農産物の生産力を強化する 

 （４）埼玉農産物の需要拡大を推進する 

 （５）食の安全・安心を確保する 

 ２ 様々な働きを通じて県民生活・経済を支える森林・林業 
 （１）森林の循環利用を推進する 

 （２）県産木材の利用を促進する 

 （３）森林を整備・保全する 

 ３ 地域資源を活用した多様な取組が展開されている農山村 
 （１）活力ある農山村を創る 

 （２）県民の農林業・農山村を大切にする意識を醸成する 

 

 
 
 
 
 主な新規事業及び重要施策                      



－総括２－ 

Ⅱ 主な新規事業及び重要施策                     （単位 千円） 
 
 １ 担い手による付加価値の高い食の安定供給と成長産業化が進む農業 

 

Ｐ １    農業経営法人化推進事業【農業支援課】           ２７,１３５ 
Ｐ ２    埼玉農業先端技術導入支援事業【農業支援課】        １５,６７０ 
Ｐ ３    明日の農業担い手育成塾推進事業【農業支援課】       １７,９６９ 
Ｐ ４ 新規 先端的技術を活用した農業大学校ダントツ化推進事業【農業支援課】 
                                     ８,７６７ 
Ｐ ５    農地中間管理事業の推進【農業ビジネス支援課】      ２５５,９５９ 
Ｐ ６ 新規 未利用農地の利活用促進事業【農業ビジネス支援課】     １３,３４１ 
Ｐ ７    担い手を育む農地の整備【農村整備課】        １，２６３,９６４ 
Ｐ ７    農業水利施設の整備【農村整備課】          ３，９２３,３７９ 
Ｐ ８    農林水産試験研究の推進【農業政策課】          ５７６,６０３ 
Ｐ ９ 新規 埼玉スマート農業推進事業【農業政策課】          １３,２７９ 
Ｐ１０ 新規 優良種子生産体制強化対策事業【生産振興課】         ２,１００ 
Ｐ１１    次世代施設園芸技術導入支援事業【生産振興課】       １５,６４６ 
Ｐ１２ 一部新規 花植木振興総合対策事業【生産振興課】           １７,７２３ 
Ｐ１３ 新規 繁殖雌牛ゲノミック評価推進事業【畜産安全課】        ５,７５８ 
Ｐ１４    埼玉ブランド農産物推進事業【農業ビジネス支援課】      ９,９９６ 
Ｐ１５ 新規 狭山茶魅力発信型輸出促進事業【農業ビジネス支援課】    １１,２７２ 
Ｐ１６ 新規 魚影豊かな川づくり推進支援事業【生産振興課】       １２,０５５ 
Ｐ１７ 一部新規 埼玉スマートＧＡＰ推進事業【農産物安全課】        １９,８４７ 

 
 ２ 様々な働きを通じて県民生活・経済を支える森林・林業 

 
Ｐ１８ 一部新規 埼玉の木みんなで使って豊かな暮らし応援事業【森づくり課】 ６８,３５１ 
Ｐ１９ 新規 森林技術者の確保・育成事業【森づくり課】         ２２,０９５ 
Ｐ２０    治山対策の推進【森づくり課】              ５７８,２９３ 
Ｐ２０    森林管理道の整備【森づくり課】             ７９９,８８６ 

 
 ３ 地域資源を活用した多様な取組が展開されている農山村 

 
Ｐ２１    農林公園食と農の拠点整備事業【農業政策課】        ８２,１５８ 
Ｐ２２    多面的機能支援事業【農村整備課】            ６２６,１９３ 
Ｐ２３    川の国埼玉 はつらつプロジェクトの推進（農業用水）【農村整備課】 
                                   ６００,０００ 
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農業経営法人化推進事業 

 
担当 農業支援課 経営体支援担当  

内線 ４０５５           

 

１ 目  的 

  地域農業の担い手である認定農業者などの経営発展を支援し、農業経営の法人化を推

進する。 
 

２ 事業内容 

区  分 事業主体 内  容 予算額 

(1) 認定農業者経営 

改善支援事業 
県 

 認定農業者などの担い手に対し、生産技術や経営

改善についての個別指導や研修会を開催 
9,215千円 

(2) 農業経営法人化 

相談窓口設置事業 県 

 各農林振興センターに「農業経営法人化相談窓

口」を設置し、法人化を希望する認定農業者などへ

法人化を支援 

1,054千円 

(3) 組替法人化支援事業 

 
団体 

県 

 農業経営相談所を設置し、商工団体等との幅広い

連携や、法人化相談のうち専門性の高い相談に対応

する税理士などのスペシャリストを設置 

 また、複数の農業者等による法人化の取組及び集

落営農の組織化を支援 

13,564千円 

(4) 農業経営法人化 

人材支援事業 
県 

 農業経営相談所の運営を通じて法人化をフォロ

ーアップ 
3,302千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額 ２７，１３５千円 

法人の経営発展

法人化

(1)認定農業者
経営改善支援事業

(2)農業経営法人化
相談窓口設置事業

(3)法人化支援事業（農業経営相談所の設置）
(4)農業経営法人化人材支援事業（農業経営相談所の運営人材支援）

・生産技術や経営管理
手法の改善

・経営発展への動機付け
・市町村と連携した

体制整備
・担い手農家の明確化

各農林振興センターが核と
なり案件ごとに法人化支援
チームを結成
・法人化の啓発
・法人化相談の実施
・経営分析の実施

・各支援チームとの情報共有
・各団体、専門家との連携作り、情報収集
・法人化推進スペシャリストの派遣
・経営戦略会議の開催
・複数個別経営の法人化支援（補助金）

・地域、対象経営者に合わ
せた支援チームの編成

・支援チームによる指導
・事業継承・独立就農支援

農林振興センター（普及指導員による支援）
農業経営相談所
法人化推進スペシャリストによる支援

農業経営相談所
「支援チーム」による
支援

認定農業者

経営改善
支援

法人化志向

スペシャリスト
との相談

複数個別経営の
法人化支援

農業経営相談所
との連携

具体的な法人化相談

連携
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埼玉農業先端技術導入支援事業 

 

担当 農業支援課 普及活動担当  

 内線 ４０４７         
 

１ 目  的 

 農業者の課題を解決し、生産性の高い農業を実現するため、民間企業等が持つ先端技術

を最大限活用した新たな技術開発や実証を行う。 

 
２ 事業内容 

区 分 事業主体 内 容 予算額 
(1) 農業イノベ

ーション研究

会の運営 
県 

農業者、大学、研究機関、民間企業等で構

成する研究会により、農業者の課題を解決す

るための先端技術の活用等を検討 
813千円 

(2) 農業イノベ

ーションセミ

ナーの開催 
県 

 農業者と大学、研究機関、民間企業等が一

堂に介して情報交換やネットワークづくりを

行うセミナーの開催 
657千円 

(3) 農業技術イ

ノベーション

の創出 

県 
 

民間 
企業等 

農業イノベーションの開発支援 
農業分野での課題を解決する新たな技術開

発を支援 
13,000千円 

農業者 
農業経営における先端技術の導入支援 
 農業経営の数値化、可視化する生産管理シ

ステム等、先端技術を導入する農業者を支援 
1,200千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額 １５，６７０千円 

２ 農業イノベーションセミナーの開催

１ 農業イノベーション研究会の運営

先端技術の農業分野への導入の進め方や
開発テーマ等について諮問

農業への先端技術導入の推進等の検討

大学

研究機関 県

研究機関

(1)農業イノベーションの開発支援
農業者と民間企業をマッチングし、先端技術の

農業分野への活用を支援

関係団体

３ 農業技術イノベーションの創出

助言

農
業
者

民
間
企
業

マッチング

県

開発
儲かる
農業の
技術

ドローンを利用した
低コスト栽培

例

(2)農業経営における先端技術の導入支援
農業経営を数値化・可視化する生産管理システム等、

先端技術の導入を支援

データ収集

・農地データ
・作業時間
・収量・品質

等

経営の見える化

農業
経営の
効率化

事業検証

成果報告

セミナーを開催し、農業者と企業、研究機関等
による情報交換やネットワークの場づくりを提供

結果
フィードバック

ＪＡ

大学

民間企業

県

農業者

処理

農業者
民間企業

センサーを活用し、 
生産性向上 

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwjfoa2Rr47XAhXGfrwKHTtuBZkQjRwIBw&url=http://www.itmedia.co.jp/news/special/bz170312/index.html&psig=AOvVaw2I45KaK3x1Xw7K5wc-JmSM&ust=1509109848000307
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明日の農業担い手育成塾推進事業 
 

担当 農業支援課  新規参入支援担当  
内線 ４０５２            

 
１ 目  的 
  就農相談窓口の設置と「明日の農業担い手育成塾」の運営支援等により、農家子弟を

含めた新規就農希望者の円滑な就農を促進し、多様な担い手の確保育成を図る。 
 

 
２ 事業内容  

区  分 事業主体 内    容 予算額 

(1)就農相談窓口整備 
  推進事業 県 

 農林振興センター、農林公社等に就

農相談窓口を設置 6,677千円 

(2)明日の農業担い手 
  育成塾推進事業   11,292千円 

 
① 県推進事業 県 

 明日の農業担い手育成塾の運営支援

の実施 
292千円 

② 塾運営事業 
市町村・ 
農協等 

 農家子弟を含む新規就農希望者向け

実践研修を実施するため、塾の設置等、

事業実施に必要な体制を整備 

11,000千円 

 
 

 

 
就農相談窓口 

整備推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額 １７,９６９千円 

 

明日の農業担い手 

育成塾推進事業 
 

 

 

 

 

 

・就農時に必要となる技

術研修支援 

 

・農地確保のために必要

な支援 
 
 

 

多 

様 

な 

新 

規 

就 

農 

者 

の

確 

保 

育 

成 

の 

実 

現 

 

・相談窓口設置 

・休日就農相談 

・就農支援セミナー 

・新農業人フェア 

農
業
大
学
校
等 

自
立
就
農
者
の
育
成 

自 
 

立 
 

就 
 

農 
 

希 
 

望 
 

者 

農
業
法
人
等 



新 規 
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先端的技術を活用した農業大学校ダントツ化推進事業 

 

担当 農業支援課 新規参入支援担当  

内線 ４０５２            

１ 目  的 

 農業大学校において先端的な技術を活用した学習が可能な環境を整備し、教育内容

の充実を図る。 

 

２ 事業内容 

区  分 事業主体 内     容 予算額 

(1)農業教育高度化

推進事業 
県 

先端的技術を活用した農業教育の高

度化を図るための研究会を開催 
600千円 

(2)先端的農業技術

導入事業 
県 

  企業等と連携して、現場で普及してい

る先端的技術を導入し、農業教育に活用 
8,167 千円 

 

 

３ 予 算 額 ８，７６７千円 

○農業教育高度化研究会の開催

・学習に必要な先端的技術の検討・選定

・得られたデータの学習への活用方法

・先端的技術を活用した学習支援の成果検証

○現場で普及している先端的技術の導入

・炭酸ガス施用による収量・品質の向上

・センサーを活用した土壌水分及び

肥培管理

・ほ場管理及び作業管理システムの構築

など

先
端
的
技
術
活
用
に
よ
る

農
業
大
学
校
教
育
の
充
実

埼
玉
ス
マ
ー
ト
農
業
の
推
進

農
業
現
場
へ
の
普
及
推
進

農業教育高度化推進事業

先端的農業技術導入事業

事業内容

ＩｏT企業等連携

・データの情報共有
・システムの改良
・新たな技術の提案

○教育の充実

○学生の就農
意欲の向上

○早期自立に
必要な技術
習得

目指す方向

○農業分野においてＩoT
技術が活用され始めて
いる。

○しかし、農業教育の現
場では先端的技術の導
入が不十分である。

現 状
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農地中間管理事業の推進 

担当 農業ビジネス支援課 農地活用担当 

内線 ４０３３ 
 
１ 目  的 

 農業の生産性向上と農地の有効活用を図るため、担い手への農地の集積・集約化を 

行う農地中間管理機構（以下「機構」）の運営や、機構が実施する畦畔除去による区画

拡大、用排水路の改修など農地の集積・集約化に必要な耕作条件の改善を支援する。 
 

２ 事業内容 

（１）農地中間管理機構運営事業               １７４，３３５千円 

区   分 事業主体 内   容 予 算 額 

(１) 農地中間管理機構運営事業  
 

 169,756 千円 

  ア 運営費  機構 
 機構の人件費・事務費、市町村

等への業務委託費 
137,924千円 

  イ 管理事業費 機構 
 転貸までの農地の賃借料・管理

料、土地改良賦課金 
31,832 千円 

(２) 県推進事業 県   機構に対する指導等の経費 2,200 千円 

(３) 農業構造改革支援 

   基金積立金 
県  基金運用益の積立 2,379 千円 

 
（２）農地中間管理機構農地耕作条件改善事業          ８１，６２４千円 

区   分 事業主体 内   容 予 算 額 

農地中間管理機構農地耕作条件改善事業    81,624千円 

  区画拡大  機構 
 畦畔除去、均平作業等による区

画拡大      【８地区】 
73,974 千円 

  
暗渠排水、 

道水路等整備 
機構 

 更新する必要のある道水路等

の整備      【２地区】 
7,650 千円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 予 算 額 ２５５，９５９千円 



新 規 
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未利用農地の利活用促進事業 
 

担当 農業ビジネス支援課 農地活用担当 

内線 ４０３３ 

担当 生産振興課 花き・果樹・特産・水産担当 

内線 ４１４６ 

                 
 １ 目  的 

   未利用農地が比較的多い中山間地域において、農地の整備と地域特性を活かした農産

  物の導入を一体的に支援し、農産物の観光施設への供給などにより交流人口を増やして

  中山間地域の活性化を図ることで、未利用農地の利活用を促進する。 
 
２ 事業内容 

区   分 事業主体 内   容 予 算 額 

(１)  推進事業 県 
 関係機関との調整等に要す

る経費 
450 千円 

(２) 耕作条件整備事業 
農地中間 

管理機構 

  農地中間管理事業の実施と

併せ、耕作条件の改善に向けて

農地を整備    【３地区】 

3,441 千円 

(３) 生産支援事業 生産集団等 

 (２)の事業で整備した農地

において、地域特性を活かした

農産物の導入を促進するため、

農業機械・施設・苗木等の購入

費用等を助成   【３地区】 

9,450 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額 １３，３４１千円 

地元農産物の
高付加価値化と
地域の魅力向上

【現状 】

・高齢化の進行や後
継者不足によって、
耕作放棄地が拡大

・傾斜地や小区画、
不整形農地

さ

（9,450千円）

耕作条件を整備した農地において、
地域特性を活かした農産物の導入
を促進するため、農業機械・施設・
苗木等の購入費用等を助成する。

③生産支援事業

（450千円）

未利用農地の整備及び活用による
地域の活性化に向け、関係機関と
の調整を行う。

①推進事業

（3,441千円）

地域の未利用農地を含んだ農地
中間管理事業の実施と併せて、
耕作条件の整備を推進する。

②耕作条件整備事業

事業内容

【将来像 】

・新たな担い手を育
成し、生産性の高い
農業を実現

・観光資源の創出
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農業生産基盤の整備 

 
        担当 農村整備課 農地整備担当、 水利施設整備担当、 企画担当、 水利調整・施設管理担当、技術管理担当 
        内線 4351(農地整備担当）、4347(水利施設整備担当) 、4345（企画担当）、4341(水利調整・施設管理担当）､4333(技術管理担当） 

 

１ 担い手を育む農地の整備 

（１）目  的 

   農地の大区画化や用排水路・農道等の整備により、農業生産性の向上と営農条件の改善 

  を図るとともに、農地の利用調整による経営規模の拡大を進め、高収益を目指す農業経営 

  体の育成を促進する。 

（２）事業内容 

区   分 事業主体 内         容 予 算 額 

ア ほ場整備事業 県 
 農地の区画拡大と道路、用水路、排
水路等の一体的な整備  【12地区】 

1,099,400千円 

 うち 
埼玉型ほ場整備事業 

県 
 畦畔除去による区画拡大など簡易な
ほ場整備        【 8地区】 

558,350千円 

イ 農道整備事業 県 
 農道の老朽化状況調査及び保全対策 
            【 2地区】 

149,100千円 

ウ 団体営基盤整備 
  促進事業等 

市町村 
土地改良区 

 小規模な区域での農地、農道等の整
備支援         【12地区】 

15,464千円 

  【担い手を育む農地の整備】 

 

 

 

 

 

        （整備前）                    （整備後） 

（３）予 算 額 １，２６３，９６４千円 

 

２ 農業水利施設の整備 

（１）目  的 

   用水路や排水路等の農業水利施設を整備し、用水不足や排水不良による農作物被害の解 

  消や自然災害を防止し、農産物の安定供給と地域の安全性向上を図る。 

（２）事業内容 

区   分 事業主体 内         容 予 算 額 

ア かんがい排水事業 
  等 

県 
農業水利施設（用水路､排水路､排水

機場）等の整備及び補修 【22地区】 
2,122,192千円 

イ 農地防災事業 県 
 排水路の改修、排水機場等の整備 
            【15地区】 

911,405千円 

ウ 団体営基盤整備 
  促進事業等 

市町村 
土地改良区 

 小規模な区域での用水路、排水路等
の整備支援       【89地区】 

889,782千円 

（３）予 算 額 ３，９２３，３７９千円 

 

合計 農業基盤整備関係（公共事業） ５，１８７，３４３千円 
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農林水産試験研究の推進 
                    担当 農業政策課 企画・試験研究調整担当 
                    内線 ４０３５ 
１ 目  的 

  埼玉農業の競争力を強化するため、新品種の育成、環境変化に対応した農産物の生産 
 技術、高収益・高付加価値生産技術などの研究開発を行うとともに、試験研究機能の充 
 実強化に必要な施設等の整備を行う。 
 
２ 事業内容 

（１）農林水産試験研究費・運営費               ３２３，９３１千円 

区  分 事業主体 内    容 予算額 

試験研究費 県 

 県オリジナル品種の育成、環境変化に対応し

た栽培管理技術、大規模低コスト・高収益生産

技術、高効率・高付加価値生産技術などの研究

開発を行う。 

249,567 千円 

運営費 県 
 県農林水産試験研究機関を効率的・効果的に

管理運営する。 
74,364 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）施設整備関連事業費                   ２５２，６７２千円 

区  分 事業主体 内    容 予算額 

農業技術研究 

センター 
県 

・玉井試験場の農機具格納庫の整備 

・堆肥発酵処理施設の整備        等 
180,294千円 

茶業研究所 県 ・抹茶の品質向上のための分析機器の整備 等 72,378 千円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 予 算 額 ５７６，６０３千円 

子持ちモロコ生産技術の 
実用化 

キュウリ病害の 
画像診断システムの開発 

抹茶の生産・製造技術

の開発 

農機具格納庫 堆肥発酵処理施設 

埼玉型コンテナ苗木生産

技術の確立 

抹茶の品質分析装置 
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埼玉スマート農業推進事業 

 

                                      担当 農業政策課 企画・試験研究担当 

                       内線 ４０３５ 

１ 目  的 

  農業就業人口が減る中で、農業生産を維持・発展させていくために、農業分野にＡＩ 

 やドローン等を活用し、熟練農家の技術の見える化や生産性向上、作業の省力化を図る。 

 

２ 事業内容   

区 分 事業主体 内   容 予算額 

(1)ＡＩを活用した熟練技術 

 の伝承 県 

 摘果すべきナシの果実を判断

できるメガネ型デバイスや利用

できるアプリの開発 

4,772 千円 

(2)ドローン、ＡＩ等を活用し 

 た作業の省力化 
県 

 ドローンを活用した米麦栽培

の省力化と安定生産技術の開発 
4,357 千円 

(3)ビッグデータを活用した 

 精度の高い病害虫発生予察 

 情報の提供 

県 

 病害虫防除所の蓄積データと

気象情報を活用した病害虫発生

予察ツールの開発 

4,150 千円 

 

３ 予 算 額 １３，２７９千円 

➤ビッグデータの活用
過去の調査データ等を解析し、精度の高い予察
情報を県内生産者へ提供

病害虫発生予察ツールの開発

生育ムラあり 生育の均一化

摘果

勘や経験に頼る農業から誰もが安定生産できる農業へ

➤ＡＩの活用
摘果対象を表示するメガネを開発し、熟練技術の

継承を実現

ナシの摘果判断アプリの開発

➤ドローンの活用
ドローンからの撮影で、ほ場内の生育状況をマップ
化し、最適な栽培管理を実現

米麦の作業省力化と安定生産技術開発

予察情報のイメージ

発生ピーク予測 ８月１日

防除適期予測 ８月１０日

推定発生量 平年の２倍

カメムシ発生予察（水稲）

生育不良

施肥量
調整

施肥量
調整
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優良種子生産体制強化対策事業 
 

担当 生産振興課 主穀担当  
内線 ４１４４        

 
１ 目  的 

高齢化が進む本県の主要農作物種子生産体制の若返りを図り、県民に安全安心な主要

農作物を安定的に供給できる体制を確立する。 

 

２ 事業内容 

区 分 事業主体 内 容 予算額 

(1)種子産地強化計

画の作成支援 
県 

種子産地の将来方向、産地の具体的

目標、目標実現のための方策、地域

における種子生産計画等を内容とす

る「種子産地強化計画」の作成を支

援する。 

  600千円 

(2)種子産地若返り

対策活動支援 種子場ＪＡ

等 

若い種子生産者の掘り起こしや技術

継承、種子生産計画等を内容とする

「種子産地強化計画」を策定するた

めに必要な経費の一部を助成する。 

 1,500千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額 ２，１００千円 

〔メンバー〕 
種子生産者、 
ＪＡ、全農、 
改良協会、 

県等 

安定した種子 
供給体制の構築 

機械・施設の 
計画的な更新 

種 子 産 地

強化計画 種
子
産
地
の
若
返
り 

 
県民への 
安全安心な 
農作物の 
安定供給 
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次世代施設園芸技術導入支援事業 
 

担当 生産振興課 野菜担当  

内線 ４０８２        

 

１ 目  的 

 次世代技術実証・普及センターで実証する次世代施設園芸技術とその成果を県内生産

者に情報発信するとともに、県内生産者への次世代施設園芸技術の早期導入を支援する。 

 

２ 事業内容 

区 分 事業主体 内     容 予算額 

(1)新技術普及

推進事業 
県 

 次世代施設園芸技術を普及するた

めの推進活動を行う。 
   646千円 

(2)新技術導入

支援事業 

生産者団体 

認定農業者 

        等 

 統合環境制御装置及び環境制御機

器（ＣＯ２施用システム、細霧冷房シ

ステム等）の整備に対して補助する。 

 15,000千円 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 予 算 額 １５，６４６千円 

  

次
世
代
技
術
実
証
・普
及
セ
ン
タ
ー 

【産地 

 ・生産者】 

 
次世代施設

園芸技術 
の早期導入 

新技術普及推進事業 

新技術導入支援事業 

技術情報の発信、研修会の開催、 

次世代施設園芸技術の導入結果の分析 

複数の環境制御機器を統合環境制御装置により動作させ、
ハウス内環境を自動的に制御する最先端の施設園芸技術
の導入を支援 

ＣＯ２施用 

ｼｽﾃﾑ 

細霧 

ｼｽﾃﾑ 

既存の暖房装置、窓・ｶｰﾃﾝ等 

統合環境 
制御装置 

環境データ 
温度・湿度・日射量・ 

ＣＯ２濃度 等 

県
内
農
家
へ
の
次
世
代
施
設
園
芸
の
導
入
に
よ
る 

儲
か
る
農
業
の
実
現 
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花植木振興総合対策事業 
 

                  担当 生産振興課 花き・果樹・特産・水産担当 

                  内線 ４３８１ 

 

１ 目  的 

花植木関係団体等と連携し、生産・消費の振興及び流通を支援し、産地の育成・強化を

図るとともに本県産花植木の魅力を消費者に伝え、花植木産業の発展を図る。 

さらに、平成３０年度は、埼玉県が「関東東海花の展覧会」を幹事県として実施・運営

するため、この機会を捉えて大消費地で県産花植木を国内外の消費者へＰＲするとともに、

花植木など農産物の一大産地である本県への誘引を図る。 
 

２ 事業内容 

区 分 事業主体 内      容 予算額 

(1) 花 植 木 振 興 

対策費 
県 

 花植木の生産・消費及び流通に係る支援を実

施するとともに、都市緑化の推進を支援する。 
306千円 

(2)花き園芸振興

団体負担金 
県  花き関連団体４団体への負担金を支出する。 1,270千円 

新 

(3)関東東海花の

展覧会・埼玉農

産物アピール対

策 

県・ 

実行 

委員会 

平成３１年２月開催予定の「関東東海花の展

覧会」の事務局運営を行うとともに、大消費地

東京で本県産の花植木を大々的にＰＲするた

め特別展示を設置する。併せて、花植木以外の

作目を含めた県産農産物をアピールする。 

16,147千円 

 

 

 

～関東東海花の展覧会の概要～ 
 入場者：３万９千人 
 期 日：平成３１年２月上旬(３日間) 
 会 場：サンシャインシティ(東京都豊島区) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 予 算 額 １７，７２３千円 

・県産花のブライダルフェア(ご成婚記念) 
・ブライダルブーケ展示(根付きブーケ発信) 
・花のミニステージ 

(花の展覧会場×インスタ映え花展示) 
・埼玉の華でおもてなしコーナー 

 
・サンシャインシティを県産花植木などで 
               ショップジャック 

効 果 

展覧会効果で 

中央卸売市場への鉢物・苗物類の 

出荷額５億円の増加 

 入場者：８万人 

 （サンシャインシティ入場者 

      ５０万人から誘導） 

○大消費地での開催 
○新規需要の開拓 
○首都圏マスコミ報道  

○花、茶、野菜、水産などあらゆ 
 る県産農産物を様々なイベント 
でＰＲ 
     ＋ 

   ＳＮＳ等で拡散 

サンシャイン各店舗など（例） 

展示ホール内（例） 
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繁殖雌牛ゲノミック評価推進事業 
 

                        担当 畜産安全課 畜産振興担当 

                        内線 ４１９３ 

 

１ 目  的 

  本県で飼育される和牛繁殖雌牛の効率的な選抜・改良を行い、和牛子牛の資質を向上

させるために、ゲノミック評価の活用方法を確立し、収益力の強化を図る。 

 

２ 事業内容 

区 分 事業主体 内   容 予算額 

(1)ゲノミック評価活用 

 検討事業 
県 

ゲノミック評価の活用方法について

検討するための研修会及び会議の 

開催等 

152千円 

(2)繁殖雌牛ゲノム情報 

 収集事業 
県 

ゲノミック評価の活用方法を検討 

するために必要な、県内繁殖雌牛の

遺伝子情報収集のための検査委託の

実施 

4,650千円 

(3)秩父高原牧場繁殖雌牛 

 資質向上対策事業 
県 

秩父高原牧場の繁殖雌牛などへの   

ゲノミック評価の実施と、検査結果

に基づく改良による資質向上効果の

確認 

956千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額 ５，７５８千円 

県内繁殖雌牛の遺伝子情報の収集 秩父高原牧場での効果検証

県内肉用牛繁殖農家でのゲノミック評価活用方法の確立

県内肉用牛繁殖農家でのゲノミック評価の導入が推進され、
県内繁殖雌牛の『資質の確認』、『計画的更新』、『早期改良』が可能

県産子牛の資質向上による農家収益力ＵＰ
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埼玉ブランド農産物推進事業 

 

  担当 農業ビジネス支援課 販売対策担当  

  内線 ４１０６ 

１ 目 的 

 農業所得の向上と販路を確保した生産拡大を図るため、ブランド推進品目の効果的なプロ

モーション活動を展開し、埼玉ブランド農産物全体の認知度の向上及び消費拡大を推進する。 

 

２ 事業内容 

区分 事業主体 内         容 予算額 

(1)ブランド化総合 
 戦略推進事業 

県 

 埼玉農産物ブランド化戦略会議を運営し、
認知度・評価向上のための戦略を構築する。 
 また、県民のブランド農産物の認知度を高
めるため、広く情報発信を行うポータルサイ
ト等を運営する。 

2,128千円 

(2)埼玉ブランド 
 農産物推進事業 

県 
新鮮で多彩な埼玉ブランド農産物の取扱い

を拡大するため、量販店バイヤーや飲食店等
の事業者向け産地見学会等を実施する。 

1,075千円 

(3)トップブランド 
 農産物推進事業 

県 

特に優れた食味・品質を持つ品目の認知度
向上と購買の推進を図るため、量販店等にお
いて消費者向けのプロモーションを行う。 
また、飲食店でのフェアを開催する。 

5,748千円 

(4)地域特産ブランド 
 推進事業 

県 
地域特産農産物の個性や希少性を生かし、

地域住民や観光客等に対して観光地等でのプ
ロモーションを行う。 

1,045千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額  ９，９９６千円 
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狭山茶魅力発信型輸出促進事業 

 

担当 農業ビジネス支援課 販売対策担当 

内線 ４１０６ 

１ 目  的  

  本県農産物の中で輸出品目として有望である「狭山茶」について、緑茶市場の拡大が見込まれ

るフランスを対象とし、産地に対して輸出に関する実務支援やフランス国内での情報発信などを

行うとともに、パリで開催される「ジャポニスム２０１８」への出展を行う。 

 

２ 事業内容 

区 分 事業主体 内     容 予算額 

(1)ＥＵ市場開拓 県 

 専門機関による輸出プラン策定から

輸出までの実務を支援。フランスで商

談会を開催。 

2,280千円 

(2)フランスで開催され 

 る日本博への出展 

県 

農業団体 

 フランスで開催される日本博「ジャ

ポニスム 2018」に狭山茶を出展し、同

国輸出への契機とする。 

8,992千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額 １１，２７２千円 



新 規  

 - 16 - 

魚影豊かな川づくり推進支援事業 
 
                     担当 生産振興課 花き・果樹・特産・水産担当 
                     内線 ４３８１ 
 
１ 目  的 

  県内の河川を魚の多い川にするためには、河川を利用する漁協の経営を安定化させ、

 釣り人が釣りを楽しめる環境を作る必要がある。 

  そこで、漁協や釣り団体等に対し放流事業の強化を図り、外来・カワウ対策を支援す

 ることにより魚が増え、釣り人が増加し、遊漁収入の増加につながる好循環の仕組みを

 つくる。 

 

２ 事業内容 

 区 分 事業主体 内      容 予算額 

(1) おさかな増殖事業    

釣り団体、NPO 
放流による魚が増える環境づくり支援 

・河川状況に合わせた魚の放流 
3,000千円 

県 

魚影豊かな川づくり緊急支援 

・県産ワカサギの汲み上げ放流支援 

・県産ワカサギ自然増殖支援など 

2,495千円 

(2) 外来魚・カワウ駆除

対策事業 

県 
専門業者による駆除対策 

・魚類食害生物対策の委託業務 
6,000千円 

県 
再放流等禁止啓発支援 

・普及啓発資料の作成 
560千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額 １２,０５５千円 

埼 

玉 

県 

Ｎ 

Ｐ 

Ｏ 

県

内

業

者 

釣
り
団
体 

魚 

の 

放 

流 

連携 

委託 

外

来

魚

・ 

カ
ワ
ウ
対

策 

 
魚の 

増加 

 
遊漁者

の増加 

漁協 

の自立 

遊漁料
収入の
増加 

 

支

援 
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埼玉スマートＧＡＰ推進事業 
 

担当 農産物安全課 有機・安全生産担当  
           内線 ４０５７ 

 

１ 目  的 

食の安全・安心確保が求められる中、取り組みやすさを重視して策定された埼玉県独

自のＧＡＰ（Ｓ－ＧＡＰ）の普及を積極的に図るとともに、国内外の需要者から取引要

件として求められることが増えてきた民間ＧＡＰの認証取得を支援し、県産農産物のよ

り一層の安全性と信頼性の向上を推進する。 

 
２ 事業内容 

区  分 事業主体 内   容 予算額 

１ ＧＡＰ普及事業 

（１）Ｓ－ＧＡＰ 
   普及事業 

県 

 Ｓ－ＧＡＰ普及のため、農業者への推進と
きめ細やかな指導を行う。 
・Ｓ－ＧＡＰの普及推進 
・ＧＡＰ情報交換会の開催 等 

3,972千円 

新 
（２）民間ＧＡＰ 
   指導者育成事業 

県 
 外部研修会に参加し、民間ＧＡＰの指導者
を育成する。 

1,763千円 

２ Ｓ－ＧＡＰ 
  アップデート事業  

県 
 法令やガイドラインの見直しに対応させ、
さらに使いやすい仕様にするなど、検討委員
会によるＳ-ＧＡＰ仕様の改定等を行う。 

1,768千円 

３ Ｓ－ＧＡＰ 
  評価事業 

県 
Ｓ－ＧＡＰ評価支援システムを運用し、Ｓ

－ＧＡＰ実践農場を認証する。 
・Ｓ－ＧＡＰ評価制度の運用と評価員の養成 

4,344千円 

新 
４ 民間ＧＡＰ 
  認証取得支援事業 

農業者等 
農業者等に対し、コンサルタント費用や審

査費用等の経費を補助し、認証取得を支援す
る。 

8,000千円 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予算額 １９，８４７千円 
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埼玉の木みんなで使って豊かな暮らし応援事業 
 

  担当 森づくり課 木材利用推進担当

  内線 ４３１８ 
 
１ 目  的 

 県内の高齢化した人工林の若返りを図り、森林の循環利用を進めるため、県産木材の利

用拡大を促進する。 

 

２ 事業内容 

区  分 事業主体 内   容 予算額 
（１）県産木材の利用支援 

木材関係団体 

県産木材を60％以上使っ

た住宅等の新築・改築、内

装を支援（200戸相当） 

48,800千円 

（２）県産木材の供給支援   16,900千円 

 

 

 

ア 県産木材製材品 

  ストック支援 
木材業者等 

木材市場等での県産木材

ストック機能の強化支援 
12,700千円 

イ 森林認証等取得支援 
森林組合・木材業

者等 

国際的な森林認証やＪＡ

Ｓ認定の取得を支援 
3,300千円 

ウ 県産木材認証事業 
さいたま県産木材

認証センター 

「さいたま県産木材認証

制度」の運営の支援等 
900千円 

（３）県産木材の魅力発信   1,346千円 

 

 

 
ア 木づかい生活推進事業 

林業・木材産業及

び建築関係の団体

等 

県産木材の利用を促進す

るためのイベント等に対

する支援 

846千円 

新 

イ 埼玉の木特性検証事業 
埼玉大学 

県産木材の利用を促進す

るため県産材の特性を調

査検証する 

500千円 

（４）県事務費 

県 

住宅メーカーとのマッチ

ング支援や事業推進、指導

に係る事務費 

1,305千円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 予 算 額 ６８，３５１千円 

国際的な森林認証取得 
による高付加価値化 

県産木材を 60％以

上使った住宅等の 
新築・改築・内装

を支援 
（200 戸相当） 

県産木材

コーナー

で安定供

給と PR 

HPや雑誌等 
での PR 

木とのふれあ

いまつり、 
西川材フェア

などの支援 

製材工場等のＪＡＳ

認定取得を支援 
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森林技術者の確保・育成事業 
 

                    担当 森づくり課 森林技術・林業支援担当 

                    内線 ４３２５ 

 

１ 目 的 

 従事者数が減少している林業への参入を促すため、森林・林業に関する実践的かつ専

門的技術を学べる機会をつくるとともに、新たに参入する林業従事者等の育成体制を整

備し、森林技術者の確保・育成を図る。 

 

２ 事業内容 

区 分 項 目 事業主体 内 容 金 額 

研修実施体制 

 構築・整備 

研修実施体制の 

構築 
県 協議会の設立・運営 4,706千円 

研修資機材の 

導入 
県 

森林３次元計測システ

ム等研修資機材の導入 
5,769千円 

森林技術研修 

   の実施 

就業希望者等の 

即戦力養成研修 
県 

林業への就業望者等を

対象とした研修の実施 
11,100千円 

市町村職員の専

門能力育成研修 
県 

市町村職員等を対象と

した研修の実施 
520千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額 ２２，０９５千円 

 

森林技術研修の実施 

就業希望者等の即戦力養成研修 
 
 
 
 
 
 
 
 
※修了後は協議会を通じて林業に就業 

市町村職員の専門能力養成研修 

 

 

 

 

 

 

基礎研修 実践研修 特別教育 

 
研修実施体制構築・整備 

研修実施体制の構築 
【協議会の設立】 
 
             役割に応じ、連携・協力して 
              森林技術者を確保・育成 
 
 
 
 

研修資機材の導入 
 
・森林３次元計測システム 
・防護服 
・研修教材 など 
 
 研修に使用する資機材を整備 

基礎研修 現地実習 

林業事業体 

県 

市町村 林業関係団体
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森林・林業基盤の整備 
 
                     担当 森づくり課 治山・森林管理道担当 
                     内線 ４３１４、４３１６        
 

 

１ 治山対策の推進 

（１）目  的 

   山崩れや荒廃渓流の復旧対策、災害の発生するおそれがある箇所の予防対策や流

木災害予防対策を行うことにより、県民の安心・安全な暮らしを確保する。 

 

（２）事業内容 

区  分 事業主体 内       容 

治山事業 
県 

市町村 

山腹崩壊地や荒廃渓流等に治山施設を設置 

【３８箇所】 

 

（３）予 算 額 ５７８，２９３千円 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

２ 森林管理道の整備 

（１）目  的 

   森林管理道を整備することにより、適切な森林整備の推進と林業経営の効率化を

図るとともに、山村地域の生活道や災害時の迂回路としての機能を確保する。 

（２）事業内容 

区  分 事業主体 内       容 

森林管理道整備事業 
県 

市町村 

森林管理道の開設、改良、舗装 

【６９箇所】 

    

（３）予 算 額 ７９９，８８６千円 

 

合計 林業関係（公共事業） １，３７８，１７９千円 

対策が必要な森林 治山施設の設置 
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農林公園食と農の拠点整備事業 

 

担当 農業政策課 農協・公社担当 

内線 ４０８１ 

１ 目  的 

農林公園の設置目的である「県民の農林業に対する理解促進」及び「農林業関係者

に対する資質向上の支援」を図るため、食と農の拠点として再整備し、本県農業に関

する情報発信機能や体験機能を強化する。 

 

２ 事業内容 

区   分 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 備 考 

情報発信拠点整備     

 

 

 

 

直売所の新設 
設計・施工 

 
 

 

 

 
 

情報コーナーの設置 

店舗機能整備 

現直売所改修設計 

 
現直売所改修工事 

 
 

 
 

エントランス整備 
構築物解体設計 

 
ｴﾝﾄﾗﾝｽ改修設計 

 
解体･ｴﾝﾄﾗﾝｽ改修 

 
 

学習・体験拠点整備     

 

 

学習体験農場の整備 
設計・施工 

 
   

木育ランド(仮)整備 
設計・施工 

 
   

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

３ 予 算 額 ８２，１５８千円 

 

 

 

 

 

 

○木育ランド(仮称)の新設 
                【H29】 
・親子が裸足で遊べる木の床エ

リアの整備 

・木製玩具コーナーの設置 

・木工体験の充実 

 

○農産物直売所を一新【H29】 
・県内の６次化商品やブラン  
 ド農産物の販売 
 

○情報コーナーの設置【H30】 
・既存直売所を改修し、県内 
 農産物等の情報発信、既存 
 店舗を移転 
 
○エントランス整備【H31】 

・軽トラ市等イベント開催に
よるにぎわい創出 

○本県農林業への理解の深まり 

○本県農林産物への需要の拡大 

 

○学習・体験農園の充実強化 
                 【H29】 
・野菜園、果樹園を約１．５倍

に拡張 

 
     
   

・学習農園の整備 

知って､買って､食べる 

県産農産物のＰＲの場づくり
 

見て､ふれて楽しく学べる体験の場づくり 

○農林業体験参加者が増加 

○直売所利用者が増加 

本県農林業を満喫できるテーマパーク 

梨「彩玉」 
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多面的機能支援事業 
 
                        担当 農村整備課 農村環境担当 

                        内線 ４３４８ 
 

１ 目  的 

  農業・農村が持つ多面的機能を維持・発揮させるため、地域で行う農地や水路、農道 

 などの地域資源の基礎的な保全活動や質的向上を図る活動を支援する。 

 

２ 事業内容 

区  分 事業主体 内  容 予算額 

(1)多面的機能支払交付金    609,979 千円 

 

 

ア 農地維持支払 活動組織  水路の草刈りや泥上げ、農道の砂利補

充など、農業・農村が持つ多面的機能を

支える共同活動を支援する。 

イ 資源向上支払   

 共同活動 活動組織  水路、農道、ため池の軽微な補修や植

栽による景観形成など、地域資源の質的

向上を図る共同活動を支援する。 

長寿命化 活動組織  水路、農道の補修・更新など、施設の

長寿命化のための活動を支援する。 

(2)多面的機能支払推進交付金    16,214 千円 

 

ア 県推進事務 県  県が行う推進事業の事務費 

イ 市町村推進事務 市町村  市町村が行う推進事業の事務費 

ウ 推進会議推進事務 推進会議  推進会議が行う推進事業の事務費 

 

  基本交付単価                        （単位：円/10a） 

 
農地維持支払 

資源向上支払 

共同活動 長寿命化 

田 3,000 2,400 4,400 

畑 2,000 1,440 2,000 

草地   250   240   400 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額 ６２６,１９３千円 

【農地維持支払】 【資源向上支払】 

農道の軽微な補修 水路の補修 水路の草刈り 

 区分 
地目 
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川の国埼玉 はつらつプロジェクトの推進（農業用水） 
 

担当 農村整備課 農村環境担当 
内線 ４３４８         

 
１ 目  的 

  川の再生を目的として、平成２０年度から「水辺再生１００プラン」、平成２４年度

から「川のまるごと再生プロジェクト」に取り組んできた。 
  これまでの取組を活かし、県内各地で様々な川の魅力を実感できるよう、水辺空間を

整備・拡充し「川の国埼玉」の実現を目指す。 
 

 

２ 事業内容 

区   分 事業主体 内         容 

川の国埼玉 

はつらつプロジェクト

推進費（農業用水） 

県 
市町村 

農業用水における環境配慮護岸、遊歩道の整備等 

                 【７箇所】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 予 算 額 ６００，０００千円 

【事例：東京葛西用水（草加市・八潮市）】 

 

《整備前イメージ》 《整備後イメージ》 

《地域との連携協働》 

水路と遊歩道

を整備し、 既

存の公園等か

らの、来訪者を

呼び込み、水

辺の賑わいを

創出する。 

地元自治会

や活動団体

が草刈りな

どを行い、

維持管理を

実施 

－地域振興－ 
・県へ事業提案  
・協議会を運営して 

  提案を具体化 
・振興施設の整備 

 （駐車場,トイレ,公園等） 
・イベント企画等で利活用促進   

・住民や関係団体等と維持管理 

   

 

 

 

 

市町村 

県 
 －水辺空間の整備－ 
 ・県のノウハウを生かして 
  地域振興に資する水辺づくり 
 ・利活用や維持管理を応援 

住民,民間団体 
－利活用や維持管理－ 
・地域振興イベント等実施 
・ｳｫｰｷﾝｸﾞや散策等で利用 
・清掃活動等の維持管理 

 

    

 

 

連携
協働 

【取組内容】 
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